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職員給与だけでなく、地方自治・財政の根幹に関わる問題！
全国で多くの首長、議会が、国による給与引下げの強制に反対を表明！

地方自治の精神・労使自治に反し、この間の地方の努力を考慮せず、デフレ脱却に逆行！

　政府は3月29日、地方自治体に職員の給与引下げを強制することを目的とした、「地方交付税法等改正法案」を成立させました。

給与削減強制の４つの大きな問題点
１．地方自治の精神に反する
　自治体の固有の財源であり、財政調整機能を持つ地方交付税を、国の政策目的達成のための手段として使うことは、憲法92条及び地方自治法の精神に反して、財政面からの中央統制であり、地方自治の根幹を揺るがすものであることから、多くの首長や議会が反対しています。

２．自治体における労使自治への不当な介入
　地方公務員の給与は、人事委員会勧告を踏まえ、労使交渉を経て、条例で定められるものであり、今回の措置は、地方の労使関係に不当に介入するものであり、到底容認できるものではありません。

３．この間の地方自治体の苦労を考慮しないもの
2002年の小泉政権による「三位一体改革」以降、民主党政権が誕生するまで、地方交付税は減額され続け、職員数も減らされ続けてきました。

神奈川県内の自治体だけでも、この６年間で自治体の職員数は4,466人削減され、県では緊急財政危機の中で、４月から２年間の約束で、４％の賃金抑制が始まりました。苦渋の選択として独自の給与削減を受け入れ、業務量の増大や逼迫する財政を、臨任・非常勤、再任用も含めた職員一人ひとりが支えている地方自治体の実態は、全く考慮されていません。

４．地域経済にマイナスの波及効果
　大幅に給与が削減されれば、当然消費は落ち込みます。公務員給与を基準に賃金決定をしている企業も多く、マイナスの波及効果は深刻です。

　また、給与削減を前提とした減額された地方交付税が交付されるわけですから、地方自治体にとって何のメリットもありません。

10道県議会が意見書～首長からも反対の声！
これに対して地方六団体は1 月27 日、「地方交付税や義務教育国庫負担金を減額することなど、国が地方に対し給与削減を実質的に強制することは、決してあってはならない」とする共同声明を発し、10道県議会が3月議会で意見書を採択し、法案成立後の4月に入ってからも千葉県市長会が抗議の決議を行うなど、多くの首長が反対の姿勢を示しています。

給与削減強制の代償措置のからくり～自治体をさらなる借金地獄に突き落とすもの！
　政府は、地方六団体からの強い反発をさけるために、給与削減分約8,500億円相当を、「全国防災事業費」「緊急防災・減災事業費」「元気づくり事業費」で確保したとしていますが、これにはからくりがあります。

「緊急防災・減災事業費」は、地方債（借金）によるもので、「元気づくり事業費」は、その半分を臨時財政対策債（借金）で賄わなければなりません。「借金したら将来の交付税で面倒見る」ということですが、地方交付税が増額されるならともかく、それが見込めない中では、借金だけが残され、これまで以上に地方財政を圧迫するだけです。

まさに90年代のバブル崩壊後の国による地方への公共事業の押しつけの再来です。そしてこれが、景気回復に結び付かなかったことは歴史が証明しています。

今回の「自治体職員の給与削減の強制」は、給与削減だけに止まらず、地方自治体をさらなる借金地獄につき落すもので、近い将来、借金返済のために、県民サービスの低下も余儀なくされます。

自治労は、地方自治を守ろうとする首長や議会、労働組合、市民団体とともに、運動を進めていきます。


県労連は4月18日、春闘回答交渉を行いました。

冒頭、黒川副知事は、県の財政状況について触れ、「国が、地方公務員にも国家公務員と同様に給与削減を自治体に要請したことは遺憾である。しかし、閣議決定がされ、地方交付税が減額されることを考えると、大変申し訳ないが、さらなるご協力を職員にお願いせざるを得ないのではないかと考えている。」と述べました。
続いて、芹沢県労連議長は、「2012確定交渉において、職員の賃金カット提案が示された。この4月から2年間、4％の賃金カットが行われ、職員の生活は極めて厳しい状況にある。また、退職手当の見直しもあり、職員のモチベーションへの配慮が今後の大きな課題になっている。特に賃金は、職員の生活を直撃するものである。自主交渉・自主決着の基本的姿勢を堅持していただきたい。」と述べました。

回答内容（概要）

☆新たな再任用制度について

・国の閣議決定を踏まえ、高齢期の雇用問題について早急に話し合っていきたい。
☆メンタルヘルス対策について
・パワハラ防止の指針を作成、周知した。現在事例集を作成している。良好な職場環境づくりをめざしたい。

☆非常勤職員等の処遇の改善について

・臨任・非常勤職員の夏休みについては、昨年度と同様とする。

☆特勤手当の見直し

・前回の見直しは平成18年度で、すでに7年が経過している。時代状況を踏まえた見直しを行いたい。

☆旅費制度の見直し

・旅行雑費については、携帯電話の普及から見直しを行いたい。


公務員連絡会地方公務員部会は、４月12日15時から「地方公務員賃金引下げ強制反対！公務員連絡会地公部会第３次中央決起集会」（東京・日本教育会館ホール）を行った。この集会は、政府「要請」を受けた地方公務員賃金の引下げ「阻止」のための地方自治体交渉の山場に向け、国会審議における到達点等を踏まえた交渉のすすめ方についての提示と意思一致を行うことを目的に開催されたもので、全国から約800人の仲間が結集した。
　来賓のあいはらくみこ参議院議員（自治労出身）は「公務員賃金の削減は、70万人を超える非正規職員に影響が及び、地方交付税の削減は、地方自治体から委託を受けている方々にも影響が及ぶ。そして地域全体へ悪影響を及ぼすことになり、結果的に地方は小泉改革以上のひどい状態に陥ることは火を見るより明らか」と訴えた。
　その後、藤川事務局長から、この集会の前に総務省に72万筆を上回る大型はがき（署名）を総務省公務員部長に手交したことを報告した上で、「４月22日から26日を交渉の山場に設定しており、引き続き、総務省交渉、国会対策も進めていく。「正義」と｢大儀｣はわれわれにあり、一致団結して闘い抜く覚悟が必要であり、組織の力が試されている」と、会場を埋め尽くした組合員に熱く訴えた。
地公部会 大型はがき(署名)約72万筆を総務省公務員部長に提出(第１次集約分)
　公務員連絡会地方公務員部会は、４月12日、14時から総務省公務員部長交渉を実施し、２月より全国で取り組んだ大型はがき署名、60,474枚、726,226筆を提出した。
　はじめに、岡本地公部会企画調整委員（日教組書記長）から、「地方公務員に対する国と同様の減額要請を行うことは、地方自治体に対する給与引下げの強制であり、論理的、法的に説明が付かず、地方自治の本旨に反するものであり、遺憾である。さらに、これまでの給与の独自削減は、あくまで地方自治体の財政状況により、自治体の労使交渉により自主的な決着をしてきた。今回は、地方財政措置を含む国の要請という、従来とは全く異なる理由による削減であり、地方自治体での労使交渉は相当な困難が想定される。このような事態を招いた国の責任は極めて重い。本日、２月末から取組みを進めてきた大型はがき署名行動第１次集約分を提出させて頂く。この地方公務員の憤りをきちんと受け止めて頂き、引き続き、地公部会と十分な交渉・協議を行うなど、総務省は責任を持って対処して頂きたい」と強く抗議の意を表し、署名を提出した。
　署名を受け取った三輪公務員部長は、「地方公務員の皆様には、日頃から様々な職場で、地方自治を第一線で支えていただいています。そういう皆様の、72万人を超える方々がこの署名をされたということで、総務省としても重く受け止めさせていただきます。今回の要請は、各自治体における自主的な判断でその趣旨をご理解いただき、実施をしていただきたいと考えておりますが、今回署名提出をしていただいたことは総務省としてしっかりと受け止めさせていただき、上司に報告いたします」と述べた。
　最後に藤川事務局長から、「各地方自治体での労使交渉が始まるが、今回の措置が、地域の公共サービスに悪影響を与えたりすることがないよう、総務省におかれては、引き続きわれわれとの意見交換の場を設けていただくとともに、大臣にもしっかりとわれわれの思いをお伝えいただきたい」と述べ、交渉を終えた。







































地方公務員賃金引き下げ強制反対！


公務員連絡会第3次中央決起集会を実施








―４月１８日―


県労連春闘回答交渉（報告）

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































